金融 商品 取引 法 等 に 関す る 留意 事項 に つい て 
(金融 商品 取引 法 等 ガイ ドラ イン ) 


令 和 2 年 5 月 
金融 庁 企画 市 場 局 





【 省 略 用 語 例 】 
この ガイ ドラ イン に お いて 使用 し た 次 の 省略 用 語 は 、 そ れ ぞ れ 湊 に 掲げ る 法 
令 等 を 示す も の で ある 。 



































金 商法 ・・・・・・・・ 金融 商品 取引 法 (昭和 23 年 法律 第 25 号 ) 

金 商法 施行 令 ・・・・・ 金融 商品 取引 法 施行 令 (昭和 40 年 政令 第 321 号 ) 
定義 府 令 ・・・・・・・ 金融 商品 取引 法 第 二条 に 規定 する 定義 に 関す る 内 閣府 
令 (平成 5 年 大 蔵 省令 第 14 号 ) 
投信 法 ・・・・・・…・…・ 投資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法律 (昭和 26 年 法律 第 
198 号 ) 

会 社 法 ・・・・・・・・ 会 社 法 (平成 17 年 法律 第 86 号 ) 




















本 ガイ ドラ イン は 、 あ くま で 法令 等 の 適用 に 当たり 、 留意 すべ き 事 項 (制定 
発出 時 点 に お いて 最適 0 運用 の 基準 ) を 示し た も の 
で あり 、 個 別 の 事情 に 応じ て 、 法 令 等 の 範囲 内 に お いて これ と 異な る 取扱 いと 
する こと を 妨げ る も の で は な い 。 






































金 商法 第 2 条 (定義 ) 関係 


(集団 授 資 スキ ー ム 持分 に 該当 し な い 場 合 ) 

2 一 1 従業 員 持 株 会 を 通じ た 株 式 所 有 ス キー ム の うち 、 定 義 府 令 第 16 条 第 1 
項 第 7 号 の 2 イ か ら へ まで に 掲げ る すべ て の 要件 に 該当 する 行為 及び 同 号 イ 
(1 ) 又は (2) に 掲げ る 買付け を 行う こと を 内 容 と する スキ ー ム に 係る 権利 
は 、 金 商法 第 2 条 第 2 項 第 5 号 に 掲げ る 権利 と は な ら な いこ と に 留意 する 。 


























( 金 商法 施行 令 第 1 条 の 3 の 2 第 2 号 に 該当 する 場合 ) 

2 一 2 リー ス 取 引 を 業 と し て 行う 者 (以下 2 一 2 に お いて 「 リ ー ス 事業 者 」 
と いう 。) が 共同 し て リー ス 取 引 に 係る 事業 を 行う こと を 約 する 契約 に 基づく 
権利 に 関し 、 リ ー ス 事業 者 が リー ス 取 引 に 係る 借主 の 審査 及び 管理 並び に リ 
ED SN 

リー ス 取 引 に 係る 重要 な 業務 に 従事 する 場合 に は 、 当 該 リ ー ス 事業 者 は 、 金 

NA et hi と に 留意 する 。 








































































































(電子 記録 移転 権利 に 該当 する 場合 ) 

2 一 2 一 2 金 商法 第 2 条 第 3 項 に 規定 する 電子 記録 移転 権利 は 、 電 子 的 な 方 
法 に よっ て 事実 上 多く の 投資 者 間 で 流通 する 可能 性 が 生じ る こと か ら 、 同 項 
に 規定 する 第 一 項 有 価 証 券 と され て いる 。 電子 記録 移転 権利 に 該当 する か 否 
か は 、 こ の よう な 趣旨 も 踏ま え 、 個 別 具体 的 に 判断 する 必要 が ある が 、 契 約 
上 又は 実態 上 、 発 行者 等 が 管理 する 権利 者 や 権利 数 を 電子 的 に 記録 し た 帳簿 
(当該 帳簿 と 連動 し た 帳簿 を 含む 。 以下 2 る 一 2 一 2 に お いて 「 電 子 帳 簿 」 と 
いう 。) の 書換 え (財産 的 価値 の 移転 ) と 権利 の 移転 が 一 連 と し て 行わ れる 
場合 に は 、 基本 的 に 、 電子 記録 移転 権利 に 該当 する こと に 留意 する 。 例え ば 、 
ある アド レス か ら 他 の アド レス に 移転 さき れ た トー クン 数 量 が 記録 され て いる 
プ ブロック チェ ー ン を 利用 する 場合 に は 、 こ の 記録 され た トー クン 数 量 が 財産 
的 価値 に 該当 する 。 た だ し 、 電 子 帳 筐 の 書換 え (財産 的 価値 の 移転 ) と 権利 
の 移転 が 一 連 と し て 行わ れる 場合 で や わっ て も 、 そ の 電子 帳 稚 が 発行 者 等 の 内 
部 で 事務 的 に 作成 され て いる も の に すぎ ず 、 取 引 の 当事者 又は 媒介 者 が 当該 
電子 帳 科 を 参照 する こと が で き な い な ど 売 主 の 権利 保有 状況 を 知り 得る 状態 
に な い 場 合 に は 、 基本 的 に 、 電子 記録 移転 権利 に 該当 し な いこ と に 留意 する 。 

















ヽ ら 


































































































(投資 助言 ・ 代 理 業 と な る 行為 に 該当 する 場合 ) 

2 一 3 厚生 年 金 基金 (厚生 年 金 保険 法 第 106 条 に 規定 する 厚生 年 金 基金 を い 
う 。 以下 2 一 3 に お いて 同じ 。) は 、 厚 生年 金 基 金 令 第 30 条 第 3 項 の 規定 に 
より 、 投 資 一 任 業者 と の 間 で 投資 一 任 契約 を 締結 する 場合 、 投 資 判断 の 全部 
を 一 任 す る こと と され て いる が 、 こ の 場合 で あっ て も 、 厚 生年 金 基金 と の 間 
で 投資 一 任 業者 の 選任 その 他 の 運用 に 関す る 事項 に 係る コン サル タン ト 契 約 
を 締結 し 、 有 価 証券 の 価値 等 ( 金 商法 第 2 条 第 8 項 第 11 号 イ に 規定 する 有価 
証券 の 価値 等 を いう 。) に つい て 助言 を 行う こと は 、 金 商法 第 2 条 第 8 項 第 11 
号 に 掲げ る 行為 に 該当 する こと に 留意 する 。 
























































金 商法 第 166 条 (会 社 関係 者 の 禁止 行為 ) 関係 


NN 








(公開 買付け 等 に 対抗 する た め の 上 場 会 社 等 の 要 

有償 の 譲受 け を 行う 場合 ) 

166 一 1 上 場 会 社 等 の 取締 役 会 (これ に 相当 する も の と し て 金 商法 施行 令 第 31 
条 の 2 で 定め る 機関 を 含む 。167 一 1 に お いて 同じ 。) が 決定 し た 要請 (監査 
等 委員 会 設置 会 社 に あっ て は 会 社 法 第 399 条 の 13 第 5 項 の 規定 に よる 取締 役 
会 の 決議 に よる 委任 又は 同 条 第 6 項 の 規定 に よる 定款 の 定め に 基づく 取締 役 


青 に 基づく 買付け その 他 の 


k= 







































































設置 会 社 に あっ て は 同 法 第 416 条 第 4 項 の 規定 に よる 取締 役 会 の 決議 








委任 に 基づい て 執行 役 の 決定 し た 要請 を 含む 。167 一 1 に お いて 同じ 。) 











公開 買付け 等 (当該 上 場 会 社 





等 の 株 券 等 ( 金 商法 第 27 条 の 2 第 





に よる 


が 、 


1 項 に 規定 す 


る 株 券 等 を いう 。) に 係る 同 項 に 規定 する 公開 買付け ( 同 項 本 文 の 規定 の 適用 
を 受け る 場合 に 限る 。) 又は これ に 準ずる 行為 と し て 金 商法 施行 令 第 31 条 で 





定め る も の を いう 。 166 一 2 





根拠 に 基づく も の で あり 、 


行わ れ た も の で ある 場合 に は 、 当 該 要 請 は 、 金 商法 第 








規定 に よる 要請 に 該当 する こ 





166 一 2 166 一 1 の 要請 を 受け た 者 が 、 
行う 買付け その 他 の 有償 の 譲受 け は 、 金 商法 第 





か つ 、 


と に 














に お いて 同じ 。) が ある こと に つい て の 合 正 
当該 公開 買付け 等 に 対抗 する 目的 を も っ て 
166 条 第 6 項 第 4 号 の 














曽 意 する 。 





よる 買付け その 他 の 有償 の 譲受 け に 該当 し な いこ と に 留意 する 。 








金 商法 第 167 条 (公開 買 付 者 等 関係 者 の 禁止 行為 ) 関係 


(公開 買付け 等 に 対抗 する た め の 上 場 等 株 券 等 の 発行 者 の 要 


け 等 を 行う 場合 ) 


167 一 1 上 場 等 株 券 等 の 発行 者 の 取締 役 会 が 決定 し た 要請 が 、 


(当該 上 場 等 株 券 等 の 金 商法 第 
本 文 の 規定 の 適用 を 受け る 場合 に 限る 。) 又は これ に 準ずる 行為 と し て 金 商法 








施行 令 第 31 条 で 定め る MA ) が ある こと に つい て の 合 選 





基づく も の で あり 、 か つ 、 
た も の で ある 場合 に は 、 当 
よる 要請 に 該当 する こ と 【 




















当 語 

















27 条 の 2 第 1 項 に 規定 する 公開 買付け 




















E 的 な 





公開 買付け 等 が な いこ と を 知り な が ら 
166 条 第 6 項 第 4 号 の 規定 に 


請 に 基づく 買 付 


公開 買付け 等 


( 同 項 


E 的 な 根拠 に 


巡 公 開 買 付け 等 に 対抗 する 目的 を も っ て 行わ れ 
請け 、 金 商法 第 167 条 第 5 項 第 5 号 の 規定 に 





- 衝 する 。 


第 2 章 投資 信託 及び 投資 法人 に 関す る 法律 


投信 法 第 7 条 (証券 投資 信託 以外 の 有価 証券 投資 を 目的 と する 信託 の 禁止 ) 関 


係 


(持株 会 等 ) 


7 一 1 次 に 掲げ る 契約 又は 信 』 
託 と は な ら な いこ と に 留意 する 。 
① 持株 会 に 係る 契約 又は 信託 ( 金 商法 施行 令 第 1 条 の 3 の 3 第 5 号 に 規定 











する 契約 (定義 府 令 第 6 








は 、 投 信 法 第 7 条 に 規定 する 信託 契約 又は 信 


条 第 2 項 に 規定 する 要件 を 満た す も の に 限る 。) 、 








定義 府 令 第 7 条 第 1 項 第 1 号 又 は 第 2 与 に 規定 する 契約 、 定義 府 令 第 16 条 
第 1 項 第 7 号 の 2 イ (2) に 規定 する 信託 契約 等 ) 

② 従業 員 持 株 会 を 通じ た 株 式 所 有 ス キー ム の うち 、 定義 府 令 第 16 条 第 1 項 
第 7 号 の 2 イ か ら へ まで に 掲げ る すべ て の 要件 に 該当 する 行為 に 係る 契約 
又は 信 』 
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平成 21 年 9 月 9 日 制定 
平成 24 年 3 月 27 日 改正 
平成 24 年 12 月 13 日 改正 
平成 27 年 9 月 2 日 改正 
令 和 2 年 5 月 1 日 改正 
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ン 
に 








ン 


